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％ 100.0 100.0
貯水槽水道指導件数 貯水槽水道数
(件) (件)

1,651

149,365

Ａ205
貯水槽水道
指導率

貯水槽水道数に対する
指導を実施した件数の
割合を示すもので、水
道事業としての貯水槽
水道への関与度を表
す。

（貯水槽水道指導件数／貯水槽水道数）×100

1,651
1,624 1,624

％ 98.9 98.9
直結給水件数 給水件数
(件) (件)
148,287

53,891 129,096

Ａ204 直結給水率

給水件数に対する直結
給水件数の割合を示す
もので、受水槽管理の
不備に伴う衛生問題な
どに対する水道事業体
としての取組み度合い
を表す。

（直結給水件数／給水件数）×100

149,938
147,741

％ 35.1 41.7
５年間に清掃した配水池有効容量 配水池有効容量

(㎥) (㎥)
45,370

466.025
48 466.025

Ａ203
配水池清掃
実施率

配水池有効容量に対す
る5年間に清掃した配水
池有効容量の割合を示
すもので、安全で良質
な水への取組み度合い
を表す。

（5年間に清掃した配水池有効容量／配水池有効容量）×100

129,096

箇所
/100K
㎡

10.3 10.3
給水栓水質検査（毎日）採水箇所数 現在給水面積

(箇所) (k㎡)
48

180 181 ◇
原水水質監視項目数
(項目)

180
181

2
 
施
 
設
 
管
 
理

Ａ201
原水水質監
視度

水道事業体が原水水質
の項目をどの程度検査
しているかを示してお
り、水道事業体の水質
管理水準を表す。

原水水質監視項目数

項目

Ａ202

給水栓水質
検査（毎
日）箇所密
度

給水栓における毎日水
質検査に関して、給水
面積100㎢当たりの給水
栓水質の監視箇所数を
示したものであり、水
道水の水質管理水準を
表す。

給水栓水質検査（毎日）採水箇所数／（現在給水面積／100）

0.020 ◇
測定した農薬数 （各農薬の濃度／各農薬の目標値）の合計
(項目) （Xiｊ／ＧVｊ）

114 0.042
114

Ａ109
農薬濃度水
質管理目標
比

給水栓における各農薬
濃度と水質管理目標値
との比の合計を示すも
ので、水源の汚染状況
及び水道水の安全性を
表す。

ｍａｘΣ（Xiｊ／ＧVｊ）
(Xij:各定期検査時の各農薬濃度(㎎/L)、GVj=各農薬の目標値(㎎/L))

- 0.042

0.020

33.3
（Σ給水栓の当該消毒副生成物濃度／給水栓数） 水質基準値

(㎎/L)/(箇所) (㎎/L)
0.0100 0.0300
0.0100

Ａ108
消毒副生成
物濃度水質
基準比率

給水栓における消毒副
生成物濃度の水質基準
値に対する割合を示す
もので、原水の汚染状
況及び水道水の安全性
を表す。

［（Σ給水栓の当該消毒副生成物濃度／給水栓数）／水質基準値)］×100

％ 33.3

0.0300

0.0
（Σ給水栓の当該有機化学物質濃度／給水栓数） 水質基準値

(㎎/L)/(箇所) (㎎/L)
0.0000 0.0000
0.0000

Ａ107
有機化学物
質濃度水質
基準比率

給水栓における有機化
学物質濃度の水質基準
値に対する割合を示す
もので、原水の汚染状
況及び水道水の安全性
を表す。

［（Σ給水栓の当該有機化学物質濃度／給水栓数）／水質基準値)］×100

％ 0.0

0.0000

14.0 ◇
（Σ給水栓の当該無機物質濃度／給水栓数） 水質基準値

(㎎/L)/(箇所) (㎎/L)
39.0000 300.0000
42.0000

Ａ106
無機物質濃
度水質基準
比率

給水栓における無機物
質濃度の水質基準値に
対する割合を示すもの
で、水道水の味、色な
ど性状を表す。

［（Σ給水栓の当該無機物質濃度／給水栓数）／水質基準値)］×100

％ 13.0

300.0000

2.8 2.8
（Σ給水栓の当該重金属濃度／給水栓数） 水質基準値

(㎎/L)/(箇所) (㎎/L)
0.00028 0.01000

Ａ105
重金属濃度
水質基準比
率

給水栓における重金属
濃度の水質基準値に対
する割合を示すもの
で、水道水の安全性を
表す。

（Σ給水栓の当該重金属濃度／給水栓数）／水質基準値)×100

％

0.00028 0.01000

％ 18.0 16.0
（Σ給水栓の有機物（TOC）濃度／給水栓数） 水質基準値

(㎎/L)/(箇所) (㎎/L)
0.5400

Ａ104

有機物
（TOC)濃度
水質基準比
率

給水栓における有機物
(ＴＯＣ)濃度の水質基
準値に対する割合を示
すもので、水道水の安
全性を表す。

［（Σ給水栓の有機物（TOC）濃度／給水栓数）／水質基準値)］×100

3.0000
0.4800 3.0000

％ 25.0 31.0
（Σ給水栓の総トリハロメタン濃度／給水栓数） 水質基準値

(㎎/L)/(箇所) (㎎/L)
0.0250

0.000010

Ａ103

総トリハロ
メタン濃度
水質基準比
率

給水栓における総トリ
ハロメタン濃度の水質
基準値に対する割合を
示すもので、水道水の
安全性を表す。

［（Σ給水栓の総トリハロメタン濃度／給水栓数）／水質基準値)］×100

0.1000
0.0310 0.1000

％ 30.0 20.0
最大カビ臭濃度物質濃度 水質基準値

(㎎/L) (㎎/L)
0.000003

6,240.87 17,520

Ａ102
最大カビ臭
物質濃度水
質基準比率

給水栓におけるカビ臭
物質濃度の最大値の水
質基準値に対する割合
を表す。

(最大カビ臭濃度物質濃度／水質基準値)×100

0.000010
0.000002

0.36 0.36
残留塩素濃度合計 残留塩素測定回数
(㎎/L) (回)
6,320.68 17,520

業務指標値 業務
評価
基準

Ａ
 
安
 
全
 
で
 
良
 
質
 
な
 
水

運
 
営
 
管
 
理

1
 
水
 
質
 
管
 
理

Ａ101
平均残留塩
素濃度

給水栓での残留塩素濃
度の平均値を表す。

残留塩素濃度合計／残留塩素測定回数

㎎/L

いわき市水道事業における業務指標  （ＰＩ）
                     （JWWA Q 100 : 2016）
（令和４年度）

目
標
分
類
区
分
指標
№
指 標 名 指 標 の 解 説 計　算　式 単位

業務評価基準の凡例

高いほど良い 上限の数字がある ◇ 他の指標と併せて総合評価する

低いほど良い 下限の数字がある 塗つぶし記号…他の要因がないと改善できない指標
白抜き記号…局の努力で改善できる指標
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業務指標値 業務
評価
基準

目
標
分
類
区
分
指標
№
指 標 名 指 標 の 解 説 計　算　式 単位

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3

R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

89.8
年間有収水量 年間配水量
(㎥) (㎥)
36,133,669 40,067,548
35,330,536

Ｂ112 有収率

年間配水量に対する年
間有収水量の割合を示
すもので、水道施設を
通して供給される水量
が、どの程度収益につ
ながっているかを表
す。

（年間有収水量／年間配水量）×100

％ 90.2

39,353,184

92.4
年間有効水量 年間配水量
(㎥) (㎥)
37,199,571 40,067,548
36,355,849

Ｂ111 有効率

年間配水量に対する年
間有効水量の割合を示
すもので、水道事業の
経営効率性を表す。

（年間有効水量／年間配水量）×100

％ 92.8

39,353,184

7.3
年間漏水量 年間配水量
(㎥) (㎥)
2,749,424 40,067,548
2,880,765

Ｂ110 漏水率
配水量に対する漏水量
の割合を示しており、
事業効率を表す。

（年間漏水量／年間配水量）×100

％ 6.9

39,353,184

6.6
点検したバルブ数 バルブ設置数
(個) (個)

2,560 41,489
2,754

Ｂ109
バルブ点検
率

バルブ設置数に対する
１年間に点検したバル
ブ数の割合を示すもの
で、管路の健全性確保
に対する執行度合いを
表す。

(点検したバルブ数／バルブ設置数)×100

％ 6.2

42,038

55.7
点検した管路延長 管路延長
(㎞) (㎞)
1,090.000 2,279.714
1,270.000

Ｂ108 管路点検率

管路延長に対する１年
間で点検した管路延長
の割合を示すもので、
管路の健全性確保に対
する執行度合いを表
す。

(点検した管路延長／管路延長)×100

％ 47.8

2,280.834

4.8 ◇
配水管延長 現在給水面積
(㎞) (k㎡)
2,245.052 466.025
2,246.165

Ｂ107
配水管延長
密度

給水面積当たりの配水
管延長を示すもので、
お客さまからの給水申
込みに対する物理的利
便性の度合いを表す。

配水管延長／現在給水面積

㎞/㎞2 4.8

466.025

80.8
一日平均配水量 一日最大配水量
(㎥/日) (㎥/日)

109,774 120,845
107,817

Ｂ106 負荷率

一日最大配水量に対す
る一日平均配水量の割
合を示すもので、水道
施設の効率性を表す。

（一日平均配水量／一日最大配水量）×100

％ 90.8

133,419

64.6
一日最大配水量 施設能力
(㎥/日) (㎥/日)

120,845 206,485
133,419

Ｂ105 最大稼働率

施設能力に対する一日
最大配水量の割合を示
すもので、水道施設の
効率性を表す。

(一日最大配水量／施設能力)×100

％ 58.5

206,485

53.2 52.2
一日平均配水量 施設能力
(㎥/日) (㎥/日)

109,774 206,485
Ｂ104 施設利用率

施設能力に対する一日
平均配水量の割合を示
すもので、水道施設の
効率性を表す。

(一日平均配水量／施設能力)×100

％

107,817 206,485

％ 15.8 16.8
地下水揚水量 年間取水量(受水は除く)
(㎥) (㎥)
6,731,983

Ｂ103 地下水率

水源利用水量に対する
地下水揚水量の割合を
示すもので、水道事業
体の水源特性を表す。

(地下水揚水量／年間取水量)×100

42,533,699
7,043,220 41,811,393

円/㎥ 0.62 0.80
水源保全に投資した費用 年間取水量

(円) (㎥)
26,266,000

229,035

Ｂ102
取水量１㎥
当たり水源
保全投資額

取水量1㎥当たりに対す
る水質保全に対する投
資費用を示すもので、
水道事業体の水質保全
への取組みを表す。

水源保全に投資した費用／年間取水量

42,533,699
33,466,288 41,811,393

％ 13.5 13.5 ◆
自己保有水源水量 全水源水量

(㎥/日) (㎥/日)

31,029

Ｂ
 
安
 
定
 
し
た
 
水
 
の
 
供
 
給

運
 
営
 
管
 
理

1
 
施
 
設
 
管
 
理

Ｂ101
自己保有水
源率

水道事業体が保有する
全ての水源量に対す
る、その水道事業体が
単独で管理し、水道事
業体の意思で自由に取
水できる水源量の割合
を示すもので、水源運
用の自由度を表す。

(自己保有水源水量／全水源水量)×100

229,035

31,029

％ 1.1 1.0
鉛管給水管使用件数 給水件数
(件) (件)

1,723

施
設
整
備

4
施
設
更
新

Ａ401
鉛製給水管
率

給水件数に対する鉛製
給水管使用件数の割合
を示すものであり、鉛
製給水管の解消に向け
た取組みの進捗度合い
を表す。

(鉛製給水管使用件数／給水件数)×100

149,938
1,470 149,365

粉末活性炭年間処理水量 年間浄水量
(千㎥) (千㎥)

20,050 20,593
19,327 19,667

粉末活性炭
処理比率

年間浄水処理量に対す
る粉末活性炭年間処理
水量の割合を示すもの
で、原水の汚染状況、
水質事故に対する対応
を表す。

(粉末活性炭年間処理水量／年間浄水量)×100

％ 97.4 98.3

件 0 1
年間水源水質事故件数

(件)
0
1Ａ

安
全
で
良
質
な
水

運
営
管
理

3
事
故
災
害
対
策

Ａ301
水源の水質
事故件数

1年間における水源の水
質事故件数を示すもの
で、水源の突発的水質
異常のリスクがどれだ
けあるかを表す。

年間水源水質事故件数

Ａ302
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業務指標値 業務
評価
基準

目
標
分
類
区
分
指標
№
指 標 名 指 標 の 解 説 計　算　式 単位

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

Σ(断水・濁水時間×断水・濁水区域給水人口)
（時間）・（人）

7395

現在給水人口

回/年 2 2 ◇
年間の災害対策訓練実施回数

(回/年)
2
2

Ｂ210
災害対策訓
練実施回数

１年間に災害対策訓練
を実施した回数を示す
もので、自然災害に対
する危機対応性を表
す。

年間の災害対策訓練実施回数

Ｂ209

給水人口一
人当たり平
均断水・濁
水時間

現在給水人口に対する
断水・濁水時間を示す
ものであり、給水の安
定度を表す。

Σ(断水・濁水時間×断水・濁水区域給水人口)／現在給水人口

5063 315,175

0.02(人) 時間 0.02
319,087

5.8
給水管の事故件数 給水件数
(件) (件)

989 149,938
859

Ｂ208
給水管の事
故割合

給水件数1,000件当たり
の給水管の事故件数を
示しており、配水管分
岐から水道メーターま
での給水管の健全性を
表す。

給水管の事故件数／（給水件数／1,000）

件
/1,00
0件

6.6

149,365

9.2 3.8
非鉄製管路の事故件数 非鉄製管路延長

(件) (㎞)
126 1,370.764

Ｂ207
非鉄製管路
の事故割合

１年間における非鉄製
導・送・配水管路の事
故件数を延長100㎞当た
りの件数に換算したも
のであり、非鉄製管路
の健全性を表す。

非鉄製管路の事故件数/（非鉄製管路延長／100）

件
/100
㎞

52 1,372.721

件
/100
㎞

3.0 2.7
鉄製管路の事故件数 鉄製管路延長
(件) (㎞)

27
Ｂ206
鉄製管路の
事故割合

１年間における鉄製
導・送・配水管路の事
故件数を延長100㎞当た
りの件数に換算したも
のであり、鉄製管路の
健全性を表す。

鉄製管路の事故件数／（鉄製管路延長／100）

904.244
24 904.258

件
/100
㎞

0.9 2.2
基幹管路の事故件数 基幹管路延長
(件) (㎞)

2

2,280.834

Ｂ205
基幹管路の
事故割合

１年間における基幹管
路の事故件数を、延長
100㎞当たりの件数に換
算したものであり、基
幹管路の健全性を表
す。

基幹管路の事故件数／（基幹管路延長／100）

226.616
5 227.505

件
/100
㎞

6.7 3.3
管路の事故件数 管路延長
(件) (㎞)

153

315,175

Ｂ204
管路の事故
割合

１年間における導・
送・配水管路の事故件
数を延長100㎞当たりの
件数に換算したもので
あり、管路の健全性を
表す。

管路の事故件数／（管路延長／100）

2,279.714
76

209
配水池有効容量 緊急貯水槽容量 現在給水人口
(㎥) (㎥) (人)
129,096

Ｂ203
給水人口一
人当たり貯
留飲料水量

災害時に確保されてい
る給水人口一人当たり
の飲料水量を示す指標
であり、水道事業体の
災害対応度を表す。

［（配水池有効容量×1/2＋緊急貯水槽容量）×1,000／現在給水人口］

L/人 206
1,240 319,087

129,096 1,240

0.0
事故時断水人口 現在給水人口
(人) (人)

0 319,087
0

Ｂ202
事故時断水
人口率

浄水場などの事故時に
おいて、給水できない
人口の割合を示してお
り、水道事業体のシス
テムの融通性、余裕度
によるサービスの安定
性を表す。

（事故時断水人口／現在給水人口）×100　※最大規模の施設が24時間停止した場合を想定

％ 0.0

315,175

0.10 0.10
10年間の浄水場停止事故件数 浄水場数

(件) (箇所)
1 10

2
 
事
 
故
 
災
 
害
 
対
 
策

Ｂ201
浄水場事故
割合

直近10年間に浄水場が
事故で停止した件数を
一浄水場当たりの割合
として示すものであ
り、施設の信頼性を表
す。

10年間の浄水場停止事故件数／浄水場数

件/10
年・
箇所

1 10

100.0
点検機器数 機械・電気・計装機器の合計数
(台・面又は組) (台・面又は組)

180 180
180

Ｂ117
設備点検実
施率

機械・電気・計装機器
の合計数に対する点検
機器数の割合を示すも
ので、設備の健全性確
保に対する点検割合を
表す。

（点検機器数／機械・電気・計装機器の合計数）×100

％ 100.0

180

99.8 ◇
現在給水人口 給水区域内人口
(人) (人)
319,087 319,757
315,175

Ｂ116 給水普及率

給水区域内に居住する
人口に対する給水人口
の割合を示すもので、
水道事業のサービス享
受の概況及び地域性を
表す。

（現在給水人口／給水区域内人口）×100

％ 99.8

315,829

年間給水制限日数
(日)

0
0

給水制限日
数

1年間に給水制限を実施
した日数を示すもの
で、給水サービスの安
定性を表す。

年間給水制限日数

日 0 0

109,774 319,087
107,817 315,175

（一日平均配水量×1,000）／現在給水人口

L/
日・
人

344 342 ◇
一日平均配水量 現在給水人口
(㎥/日) (人)

129,096 109,774
129,096 107,817

配水池有効容量／一日平均配水量

日 1.18 1.20
配水池有効容量 一日平均配水量
(㎥) (㎥/日)

Ｂ
 
安
 
定
 
し
 
た
 
水
 
の
 
供
 
給

運
 
営
 
管
 
理

1
 
施
 
設
 
管
 
理

Ｂ113
配水池貯留
能力

一日平均配水量に対す
る配水池有効容量の割
合を示すもので、給水
に対する安定性を表
す。

Ｂ114
給水人口一
人当たり配
水量

給水人口一人当たりの
配水量を示すもので、
家庭用以外の水利用の
多少を表す。

Ｂ115
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業務指標値 業務
評価
基準

目
標
分
類
区
分
指標
№
指 標 名 指 標 の 解 説 計　算　式 単位

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

14.5 14.5
原水融通能力 全浄水施設能力
(㎥/日) (㎥/日)

30,000 206,485

6
事
故
災
害
対

策

Ｂ601
系統間の原
水融通率

全浄水施設能力に対す
る他系統からの融通可
能な原水水量の割合を
示すものであり、水運
用の安定性、柔軟性、
及び危機対応性を表
す。

（原水融通能力／全浄水施設能力）×100

％

30,000 206,485

0.000 ◇
更生された管路延長 管路延長
(㎞) (㎞)

0 2,279.714
0

Ｂ505
管路の更生
率

管路の延長に対する更
生を行った管路の割合
を示すもので、信頼性
確保のための管路維持
の執行度合いを表す。

(更生された管路延長／管路延長)×100

％ 0.000

2,280.834

1.06
更新された管路延長 管路延長
(㎞) (㎞)

27.684 2,279.714
24.239

Ｂ504
管路の更新
率

管路の延長に対する更
新された管路延長の割
合を示すもので、信頼
性確保のための管路更
新の執行度合いを表
す。

(更新された管路延長／管路延長)×100

％ 1.21

2,280.834

27.9
法定耐用年数を超えている管路延長 管路延長

(㎞) (㎞)
619.893 2,279.714
637.389

Ｂ503
法定耐用年
数超過管路
率

管路の延長に対する法
定耐用年数を超えてい
る管路の割合を示すも
のであり、管路の老朽
化度、更新の取組み状
況を表す。

(法定耐用年数を超えている管路延長／管路延長)×100

％ 27.2

2,280.834

62.5
法定耐用年数を超えている機械・電気・計装設備などの合計数 機械・電気・計装設備などの合計数

(台・面又は組) (台・面又は組)
56 88
55

Ｂ502
法定耐用年
数超過設備
率

水道施設に設置されて
いる機械・電気・計装
設備の機器合計数に対
する法定耐用年数を超
えている機器数の割合
を示すものであり、機
器の老朽度、更新の取
組み状況を表す。

［(法定耐用年数を超えている機械・電気・計装設備などの合計数／機械・電気・計装設備
などの合計数)］×100

％ 63.6

88

0.1 0.1
法定耐用年数を超えている浄水施設能力 全浄水施設能力

(㎥/日) (㎥/日)
255 206,485

5
 
施
 
設
 
更
 
新

Ｂ501
法定耐用年
数超過浄水
施設率

全浄水施設能力に対す
る法的耐用年数を超過
した浄水施設の浄水能
力の割合を示すもの
で、施設の老朽化度及
び更新の取組み状況を
表す。

(法定耐用年数を超えている浄水施設能力／全浄水施設能力)×100

％

255 206,485

0.06 ◇
新設管路延長 管路延長
(㎞) (㎞)

2.013 2,279.714
1.382

Ｂ402
管路の新設
率

管路延長に対する1年間
に新設した管路延長の
割合を示すもので、管
路整備度合いを表す。

（新設管路延長／管路延長）×100

％ 0.09

2,280.834

880.080 24.178 2,280.834

％ 39.7 39.6
ﾀﾞｸﾀｲﾙ鋳鉄管延長 鋼管延長 管路延長
(㎞) (㎞)

施
 
設
 
整
 
備

4
 
施
 
設
 
管
 
理

Ｂ401
ダクタイル
鋳鉄管・鋼
管率

全管路延長にあるダク
タイル鉄鋼管・銅管の
割合を示すもので、管
路の母材強度に視点を
当てた指標。

[(ダクタイル鋳鉄管延長＋鋼管延長)/管路延長]×100

(㎞)
880.051 24.193 2,279.714

61.5
ﾘｻｲｸﾙされた建設副産物量 建設副産物発生量

(t) (t)
34,021 65,098
41,800

Ｂ306
建設副産物
のリサイク
ル率

水道事業における工事
などで発生する建設副
産物のうち、リサイク
ルされた建設副産物の
割合を示すもので、環
境保全への取組み度合
いを表す。

(リサイクルされた建設副産物量／建設副産物発生量)×100

％ 52.3

67,980

100.0
有効利用土量 浄水発生土量
(t-Ds) (t-Ds)

1258.4 1,258.4
602

Ｂ305
浄水発生土
の有効利用
率

浄水発生土量に対する
有効利用土量の割合を
示すもので、環境保全
への取組み度合いを表
す。

(有効利用土量／浄水発生土量)×100

％ 100.0

602.0

0.12
再生可能エネルギー設備の電力使用量 全施設の電力使用量

(kwh) (kwh)
23,710 18,567,544
20,822

Ｂ304
再生可能エ
ネルギー利
用率

全施設の電力使用量に
対する再生可能エネル
ギーの利用の割合を示
すもので、環境負荷低
減に対する取組み度合
いを表す。

（再生可能エネルギー設備の電力使用量／全施設の電力使用量）×100

％ 0.13

18,076,411

241
二酸化炭素(CO2)排出量 年間配水量
(t・CO2) (㎥)
9,730.615 40,067,548
9,473.000

Ｂ303

配水量１㎥
当たり二酸
化炭素
（CO2）排出
量

年間配水量に対する総
二酸化炭素(Co2)排出量
であり、環境保全への
取組み度合いを表す。

（二酸化炭素(CO2)排出量／年間配水量）×1,000,000

g・
CO2/㎥

243

39,353,184

4.44
エネルギー消費量 年間配水量
(MJ) (㎥)
180,677,610.970 40,067,548
174,562,566.940

Ｂ302
配水量１㎥
当たり消費
エネルギー

配水量当たりの消費エ
ネルギー量の割合を示
すもので、省エネル
ギー対策への取組み度
合いを表す。

エネルギー消費量／年間配水量

MJ/㎥ 4.51

39,353,184

18,567,544 40,067,548
18,076,411 39,353,184

電力使用量の合計／年間配水量

kWh/
㎥

0.46 0.46
電力使用量の合計 年間配水量
(kwh) (㎥)

6,369 2,245.052
6,368 2,246.165

消火栓数／配水管延長

基/㎞ 2.8 2.8
消火栓数 配水管延長
(基) (㎞)

Ｂ
 
安
 
定
 
し
 
た
 
水
 
の
 
供
 
給

運
 
営
 
管
 
理

2
事
故
災
害
対

策

Ｂ211
消火栓設置
密度

配水管延長に対する消
火栓の設置密度を示す
もので、危機対応能力
の度合いを表す。

3
 
環
 
境
 
対
 
策

Ｂ301
配水量１㎥
当たり電力
消費量

配水量１㎥当たりの電
力使用量を示すもの
で、省エネルギー対策
への取組み度合いを表
す。
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業務指標値 業務
評価
基準

目
標
分
類
区
分
指標
№
指 標 名 指 標 の 解 説 計　算　式 単位

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

㎥
/1,00
0人

0.16 0.16
車載用給水タンクの容量 現在給水人口

(㎥) (人)
50

Ｂ613
車載用の給
水タンク保
有度

給水人口1,000人当たり
の車載用給水タンク容
量を示すものであり、
主に大地震などが発生
した場合における応急
給水活動の対応性を表
す。

車載用給水タンクの容量／（現在給水人口／1,000）

319,087
52 315,175

台
/1,00
0人

0.016 0.016
給水車数 現在給水人口
(台) (人)

5

466.025

Ｂ612
給水車保有
度

給水人口1,000人当たり
の給水車保有台数を示
すものであり、事故・
災害などの緊急時にお
ける応急給水活動の対
応性を表す。

給水車数／（現在給水人口／1,000）

319,087
5 315,175

箇所
/100

㎞2
7.1 7.1

応急給水施設数 現在給水面積
(箇所) (k㎡)

33

1.95 5.016

Ｂ611
応急給水施
設密度

100㎢当たりの応急給水
施設数を示すもので、
震災時などにおける飲
料水の確保のしやすさ
を表す。

応急給水施設数／（現在給水面積／100）

466.025
33

日 0.4 0.4
平均燃料貯蔵量 一日燃料使用量
(KL) (KL/日)

1.95
Ｂ610
燃料備蓄日
数

停電時においても、自
家発電設備で浄水場の
稼働を継続する日数を
示すもので、災害時の
対応性を表す。

平均燃料貯蔵量／一日燃料使用量

5.016

32.14 1.00 凝集剤
53.28 3.75 32.14 1.02 凝集剤

14.2
平均凝集剤貯蔵量 凝集剤一日平均使用量 平均塩素剤貯蔵量 塩素剤一日平均使用量

値の小さい薬品名
(t) (t/日)Ｂ609

薬品備蓄日
数

浄水場で使う薬品の平
均貯蔵量に対する一日
平均使用量の割合を示
すもので、災害に対す
る危機対応能力を表
す。

平均凝集剤貯蔵量／凝集剤一日平均使用量又は平均塩素剤貯蔵量／塩素剤一日平均使用量
のうち、小さい方の値

日 14.1(t) (t/日)
53.28 3.78

33.3
全施設停電時に確保できる配水能力 一日平均配水量

(㎥/日) (㎥/日)
35,900 109,774
35,900

Ｂ608
停電時配水
量確保率

一日平均配水量に対す
る全施設が停電した場
合に確保できる配水能
力の割合を示すもので
あり、災害時、広域停
電時における危機対応
性を表す。

(全施設停電時に確保できる配水能力／一日平均配水量)×100

％ 32.7

107,817

67.4
重要給水施設配水管路のうち耐震適合性のある管路延長 重要給水施設配水管路延長

(㎞) (㎞)
63.483 95.973
63.454

Ｂ607-2

重要給水施
設配水管路
の耐震適合
率

重要給水施設への配水
管の延長に対する耐震
適合性のある管路延長
の割合を示すもので、
B607(重要給水施設配水
管路の耐震管率)を補足
する指標。

（重要給水施設配水管路のうち耐震適合性のある管路延長／重要給水施設配水管路延長）
×100

％ 66.1

94.100

56.0
重要給水施設配水管路のうち耐震管延長 重要給水施設配水管路延長

(㎞) (㎞)
52.683 95.973
52.654

Ｂ607
重要給水施
設配水管路
の耐震管率

重要給水施設への配水
管の総延長に対する耐
震管延長の割合を示す
もので、大規模な地震
災害に対する重要給水
施設配水管路の安全
性、信頼性を表す。

（重要給水施設配水管路のうち耐震管延長／重要給水施設配水管路延長）×100

％ 54.9

94.100

52.6
基幹管路のうち耐震適合性のある管路延長 基幹管路延長

(㎞) (㎞)
118.429 226.616
119.674

Ｂ606-2
基幹管路の
耐震適合率

基幹管路の延長に対す
る耐震適合性のある管
路延長の割合を示すも
ので、B606(基幹管路の
耐震管率)を補足する指
標。

（基幹管路のうち耐震適合性のある管路延長／基幹管路延長）×100

％ 52.3

227.505

基幹管路のうち耐震管延長 基幹管路延長
(㎞) (㎞)

100.679 226.616
101.924 227.505

基幹管路の
耐震管率

基幹管路の延長に対す
る耐震管の延長の割合
を示すものであり、地
震災害に対する基幹管
路の安全性、信頼性を
表す。

（基幹管路のうち耐震管延長／基幹管路延長）×100

％ 44.4 44.8

 13.9  15.1
耐震管延長 管路延長
(㎞) (㎞)
* 317.4 * 2,279.7

Ｂ605
管路の耐震
管率

導・送・配水管(配水支
管を含む)全ての管路の
延長に対する耐震管の
延長の割合を示すもの
で、地震災害に対する
水道管路網の安全性、
信頼性を表す。

（耐震管延長／管路延長）×100　※水道配水用ポリエチレン管を含む。

％

* 343.5 * 2,280.8

％ 45.2 45.2
耐震対策の施された配水池有効容量 配水池等有効容量

(㎥) (㎥)
58,312

Ｂ604
配水池の耐
震化率

全配水池容量に対する
耐震対策の施された配
水池の容量の割合を示
すもので、地震災害に
対する配水池の信頼
性・安全性を表す。

(耐震対策の施された配水池有効容量／配水池等有効容量)×100

129,096
58,312 129,096

％ 51.6 51.6
耐震対策の施されたポンプ所能力 耐震化対象ポンプ所能力

(㎥/日) (㎥/日)
178,372

Ｂ603
ポンプ所の
耐震化率

耐震化対象ポンプ所能
力に対する耐震対策が
施されたポンプ所能力
の割合を示すもので、
地震災害に対するポン
プ施設の信頼性・安全
性を表す。

(耐震対策の施されたポンプ所能力／耐震化対象ポンプ所能力)×100

345,470
178,372 345,470

(㎥/日) (㎥/日)
48,220 0 206,485
48,220 0 206,485

[(沈でん・ろ過池を有する施設の耐震化浄水施設能力+ろ過のみ施設の耐震化浄水施設能力
／全浄水施設能力）]×100

％ 23.4 23.4

沈でん・ろ過池を有する施設の耐震化浄
水施設能力

ろ過のみ施設の耐震化浄水施設
能力

全浄水施設能力

(㎥/日)

48,220 206,485
48,750 206,485

(耐震対策の施された浄水施設能力／全浄水施設能力)×100

％ 23.4 23.6
耐震対策の施された浄水施設能力 全浄水施設能力

(㎥/日) (㎥/日)

Ｂ
 
安
 
定
 
し
 
た
 
水
 
の
 
供
 
給

施
 
設
 
整
 
備
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事
 
故
 
災
 
害
 
対
 
策

Ｂ602
浄水施設の
耐震化率

全浄水施設能力に対す
る耐震対策が施されて
いる浄水施設能力の割
合を示すもので、地震
災害に対する浄水処理
機能の信頼性・安全性
を表す。

Ｂ602-2
浄水施設の
主要構造物
耐震化率

浄水施設のうち、主要
構造物である、沈でん
池及びろ過池に対する
耐震対策が施されてい
る割合を示すもので、
B602(浄水施設の耐震
化)の進捗を表す。

Ｂ606
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業務指標値 業務
評価
基準

目
標
分
類
区
分
指標
№
指 標 名 指 標 の 解 説 計　算　式 単位

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4 8,209,552,734 2,778,394 0 0 605,558,146 35,330,536

(㎥)
7,956,533,552 7,335,451 0 0 662,651,301 36,133,669

215.1 ◇
経常費用 受託工事費

材料及び不用品
売却原価

附帯事業費 長期前受金戻入 年間有収水量

(円)Ｃ115 給水原価

有収水量1㎥当たりの経
常費用(受託工事費等を
除く)の割合を示すもの
で、水道事業でどれだ
けの費用がかかってい
るかを表す。

［経常費用－（受託工事費＋材料及び不用品売却原価＋附帯事業費+長期前受金戻入）］／
年間有収水量

円/㎥ 201.7(円) (円) (円) (円)

223.7
給水収益 年間総有収水量
(円) (㎥)
8,045,368,803 36,133,669
7,904,051,364

Ｃ114 供給単価

有収水量1㎥当たりの給
水収益の割合を示すも
ので、水道事業でどれ
だけの収益を得ている
かを表す。

給水収益／年間総有収水量

円/㎥ 222.7

35,330,536

104.0
供給単価 給水原価
(円/㎥) (円/㎥)

222.7 201.7
223.7

Ｃ113 料金回収率

給水原価に対する供給
単価の割合を示すもの
で、水道事業の経営状
況の健全性を表す。

（供給単価／給水原価）×100

％ 110.4

215.1

307.5
企業債残高 給水収益
(円) (円)
24,668,844,072 8,045,368,803
24,307,013,796

Ｃ112

給水収益に
対する企業
債残高の割
合

給水収益に対する企業
債残高の割合を示すも
ので、企業債残高が規
模及び経営に及ぼす影
響を表す。

（企業債残高／給水収益）×100

％ 306.6

7,904,051,364

28.4 ◇
建設改良のための企業債償還元金 給水収益

(円) (円)
2,242,038,047 8,045,368,803
2,246,130,276

Ｃ111

給水収益に
対する建設
改良のため
の企業債償
還元金の割
合

給水収益に対する建設
改良のための企業債償
還元金の割合を示すも
ので、建設改良のため
の企業債償還元金が経
営に及ぼす影響を表
す。

（建設改良のための企業債償還元金／給水収益）×100

％ 27.9

7,904,051,364

46.8
減価償却費 給水収益
(円) (円)
3,728,310,415 8,045,368,803
3,699,014,087

Ｃ110

給水収益に
対する減価
償却費の割
合

給水収益に対する減価
償却費の割合を示すも
ので、水道事業の収益
性を表す。

（減価償却費／給水収益）×100

％ 46.3

7,904,051,364

4.7
企業債利息 給水収益
(円) (円)
406,768,315 8,045,368,803
370,527,414

Ｃ109

給水収益に
対する企業
債利息の割
合

給水収益に対する企業
債利息の割合を示すも
ので、水道事業の効率
性及び財務安全性を表
す。

（企業債利息／給水収益）×100

％ 5.1

7,904,051,364

13.1
職員給与費 給水収益
(円) (円)
1,004,475,909 8,045,368,803
1,034,170,777

Ｃ108

給水収益に
対する職員
給与費の割
合

給水収益に対する職員
給与費の割合を示すも
ので、水道事業の収益
性を表す。

（職員給与費／給水収益）×100

％ 12.5

7,904,051,364

60,800
給水収益 損益勘定所属職員数
(千円) (人)
8,045,369 130
7,904,051

Ｃ107
職員一人当
たり給水収
益

損益勘定職員一人当た
りの給水収益を示すも
ので、水道事業におけ
る生産性について給水
収益を基準として把握
するための指標。

給水収益/損益勘定所属職員数

千円/
人

61,887

130

29.8 ◇
資本勘定繰入金 資本的収入計
(円) (円)
940,452,019 2,678,553,847
841,656,451

Ｃ106
繰入金比率
（資本的収
入分）

資本的収入に対する資
本勘定繰入金の依存度
を示しており、事業の
経営状況を表す。

(資本勘定繰入金／資本的収入計)×100

％ 35.1

2,827,905,284

1.7 ◇
損益勘定繰入金 収益的収入
(円) (円)
139,256,594 9,205,135,339
153,706,286

Ｃ105
繰入金比率
（収益的収
入分）

収益的収入に対する損
益勘定繰入金の依存度
を示しており、事業の
経営状況を表す。

(損益勘定繰入金／収益的収入)×100

％ 1.5

9,040,154,952

0
0 8,223,145,177 0

％ 0.0 0.0
累積欠損金 営業収益 受託工事収益
(円) (円)

8,219,254,870

Ｃ104
累積欠損金
比率

受託工事収益を除く営
業収益に対する累積欠
損金の割合を示すもの
で、水道事業経営の健
全性を表す。

［累積欠損金/(営業収益－受託工事収益)］×100

(円)
0 8,382,814,772

％ 115.2 110.0
総収益 総費用
(円) (円)
9,205,135,339

Ｃ103 総収支比率

総費用が総収益によっ
てどの程度賄われてい
るかを示すもので、水
道事業の収益性を表
す。

（総収益／総費用）×100

7,987,903,178
9,040,154,952

(円)
8,382,814,772 808,156,980 7,544,983,121 411,550,431
8,223,145,177 777,631,225 7,824,355,318 385,197,416

％ 115.5 109.6
営業収益 営業外収益 営業費用 営業外費用
(円)Ｃ102

経常収支比
率

経常費用が経常収益に
よってどの程度賄われ
ているかを示すもの
で、水道事業の収益性
を表す。

［(営業収益＋営業外収益)/(営業費用＋営業外費用)］×100

(円) (円)

(円)
8,382,814,772 0 7,544,983,121 7,335,451
8,223,145,177 0 7,824,355,318 2,778,394

％ 111.2 105.1
営業収益 受託工事収益 営業費用 受託工事費用
(円)

Ｃ
 
健
 
全
 
な
 
事
 
業
 
経
 
営

財
 
務

1
 
健
 
全
 
経
 
営

Ｃ101
営業収支比
率

営業収益の営業費用に
対する割合を示すもの
で、水道事業の収益性
を表す。

[（営業収益-受託工事収益）／（営業費用-受託工事費）]×100

(円) (円)
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業務指標値 業務
評価
基準

目
標
分
類
区
分
指標
№
指 標 名 指 標 の 解 説 計　算　式 単位

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

620,434,400
662,651,301

93,535,769,457 61,377,207,745 2,675,382,414

8.1
職員が内部研修を受けた時間×受講人数 全職員数

(延べ時間) (人)
1,444 172
1,387

Ｃ203
内部研修時
間

職員一人当たりの内部
研修の受講時間を表す
もので、技術継承及び
技術向上への取組状況
を表す。

(職員が内部研修を受けた時間×受講人数)／全職員数

時間/
人

8.4

172

10.1 7.4
職員が外部研修を受けた時間×受講人数 全職員数

(延べ時間) (人)
1,744 172

Ｃ202
外部研修時
間

職員一人当たりの外部
研修の受講時間を表す
もので、技術継承及び
技術向上への取組み状
況を表す。

(職員が外部研修を受けた時間×受講人数)／全職員数

時間/
人

1,267 172

件/人 0.67 0.67
職員が取得している水道技術に関する資格数 全職員数

(件) (人)
116

組
 
織
 
・
 
人
 
材

2
 
人
 
材
 
育
 
成

Ｃ201
水道技術に
関する資格
取得度

職員が取得している水
道技術に関する資格数
の全職員に対する割
合。

職員が取得している水道技術に関する資格数／全職員数

172
115 172

6.0
給水停止件数 給水件数
(件) (件)

725 149,938
898

Ｃ127
給水停止割
合

給水件数に対する給水
停止件数の割合を示す
もので、水道料金の未
納状況の度合いを見る
指標。

給水停止件数／（給水件数／1,000）

件
/1,00
0件

4.8

149,365

97.5
料金納入額 調定額
(千円) (千円)
8,630,450 8,849,906
8,476,453

Ｃ126 料金収納率

１年間の水道料金総調
定額に対して、決算確
定時点において納入さ
れている収入額の割合
を示すもので、水道事
業の経営状況の健全性
を表す。

（料金納入額／調定額）×100

％ 97.5

8,694,457

0.00
誤料金請求件数 料金請求件数
(件) (件)

1 914,564
1

Ｃ125
料金請求誤
り割合

料金請求総件数に対す
る誤請求の件数の割合
を示すもので、料金関
連業務の適正度を表
す。

誤料金請求件数／（料金請求件数／1,000）

件
/1,00
0件

0.00

913,486

272,000
年間総有収水量 損益勘定所属職員数
(㎥) (人)
36,133,669 130
35,330,536

Ｃ124
職員一人当
たり有収水
量

１年間における損益勘
定職員一人当たりの有
収水量を示すもので、
水道サービスの効率性
を表す。

年間総有収水量／損益勘定所属職員数

㎥/人 278,000

130

4.3
年間配水量 有形固定資産
(㎥) (万円)
40,067,548 9,094,096
39,353,184

Ｃ123
固定資産使
用効率

有形固定資産に対する
年間総配水量の割合を
示すもので、施設の使
用効率を表す。

年間配水量／有形固定資産

㎥/万
円

4.4

9,256,899

91,947,634,821
8,223,145,177 0 91,947,634,821 93,535,769,457

0.09
営業収益 受託工事収益 期首固定資産 期末固定資産
(円) (円) (円)Ｃ122

固定資産回
転率

固定資産(年度平均)に
対する営業収益の割合
を示すものであり、１
年間に固定資産額の何
倍の営業収益があった
かを示す指標。

（営業収益－受託工事収益）／[（期首固定資産＋期末固定資産）／2]

回 0.09(円)
8,382,814,772 0 90,604,300,922

74.0
建設改良のための企業債償還元金 当年度減価償却費

(円) (円)
2,242,038,047 3,728,310,415
2,246,130,276

Ｃ121
企業債償還
元金対減価
償却費比率

当年度減価償却費に対
する企業債償還元金の
割合を示すもので、投
下資本の回収と再投資
との間のバランスを見
る指標。

（建設改良のための企業債償還元金／当年度減価償却費－長期前受金戻入）×100

％ 72.1

3,699,014,087

長期前受金戻入

0 11,931,840,790

(円) (円) (円) (円)
91,947,634,821 58,808,261,874 3,717,975,637 0 12,364,386,441

％ 122.8 123.1
固定資産 資本金 剰余金 評価差額など 繰延収益

Ｃ120 固定比率

自己資本に対する固定
資産の割合を示すもの
であり、財務の安定性
を表す。

[固定資産／（資本金+剰余金+評価差額など+繰延収益）]×100

(円)

0 12,364,386,441 103,772,295,919
61,377,207,745 2,675,382,414 0 11,931,840,790 104,507,216,623

資本金 剰余金 評価差額など 繰延収益 負債・資本合計
(円) (円) (円)自己資本構

成比率

総資本(負債及び資本)
に対する自己資本の割
合を示しており、財務
の健全性を表す。

[（資本金+剰余金+評価差額など+繰延収益）／負債・資本合計]×100

％ 72.2 72.7(円) (円)
58,808,261,874 3,717,975,637

11,824,661,098 5,098,827,687
10,971,447,166 5,099,900,622

（流動資産／流動負債）×100

％ 231.9 215.1
流動資産 流動負債
(円) (円)

3,729 3,729
１か月20㎥当たり家庭用料金

(円)
3,729
3,729

Ｃ117
１か月20㎥
当たり家庭
用料金

１か月に20㎥使用した
場合における水道料金
を示し、契約者の経済
的利便性を表す。

１か月20㎥当たり家庭用料金

円

１か月10㎥当たり家庭用料金

円 2,013 2,013
１か月10㎥当たり家庭用料金

(円)
2,013
2,013

Ｃ
 
健
 
全
 
な
 
事
 
業
 
経
 
営

財
 
務

1
 
健
 
全
 
経
 
営

Ｃ116
１か月10㎥
当たり家庭
用料金

１か月に10㎥使用した
場合における水道料金
を示し、契約者の経済
的利便性を表す。

Ｃ118 流動比率

流動負債に対する流動
資産の割合を示すもの
であり、事業の財務安
全性を表す。

Ｃ119
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業務指標値 業務
評価
基準

目
標
分
類
区
分
指標
№
指 標 名 指 標 の 解 説 計　算　式 単位

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

R3
R4

0.00
水道料金苦情対応件数 給水件数

(件) (件)
0 149,938
0

Ｃ506
水道料金に
対する苦情
対応割合

給水件数に対する水道
料金に関する苦情対応
件数の割合を示すもの
で、お客さまの水道料
金への満足度を表す。

水道料金苦情対応件数／（給水件数／1,000）

件
/1,00
0件

0.00

149,365

0.13
水質苦情対応件数 給水件数
(件) (件)

20 149,938
20

Ｃ505
水質に対す
る苦情対応
割合

給水件数に対する、水
道水の水質に関する苦
情対応件数の割合を示
すもので、水道水質の
向上に対する取り組み
状況を表す。

水質苦情対応件数／（給水件数／1,000）

件
/1,00
0件

0.13

149,365

0.00
水道ｻｰﾋﾞｽ苦情対応件数 給水件数

(件) (件)
0 149,938
0

Ｃ504

水道サービ
スに対する
苦情対応割
合

給水件数に対する水道
サービスに関する苦情
対応件数の割合を示す
もので、水道サービス
向上に対する取組み状
況を表す。

水道ｻｰﾋﾞｽ苦情対応件数／（給水件数/1,000）

件
/1,00
0件

0.00

149,365

47.5
直接飲用回答数 アンケート回答数
(人) (人)

640 1,208
506

Ｃ503 直接飲用率

水道水を飲用としてい
るお客さまの割合を示
すものであり、水道水
の飲み水として評価を
表す。

（直接飲用回答数／アンケート回答数)×100

％ 53.0

1,066

4.63
ｱﾝｹｰﾄ回答人数 現在給水人口
(人) (人)

1,216 319,087
1,460

Ｃ502
アンケート
情報収集割
合

給水人口に対する1年間
に実施したアンケート
調査に回答した人数の
割合を示し、お客さま
のニーズの収集実行度
を表す。

ｱﾝｹｰﾄ回答人数／（現在給水人口／1,000）

人
/1,00
0人

3.81

315,175

0.0 0.0
モニタ人数 現在給水人口
(人) (人)

0 319,087

5
 
意
 
見
 
収
 
集

Ｃ501 モニタ割合

現在給水人口に占める
モニタ人数の割合を表
すもので、お客さまと
の双方向コミュニケー
ションの推進度合いを
表す。

モニタ人数／（現在給水人口／1,000）

人
/1,00
0人

0 315,175

0.1
見学者数 現在給水人口
(人) (人)

0 319,087
21

Ｃ403
水道施設見
学者割合

給水人口に対する水道
施設見学者の割合を示
すもので、お客さまと
の双方向コミュニケー
ションの推進度合いを
表す。

見学者数／（現在給水人口／1,000）

人
/1,00
0人

0.0

315,175

469 464
ｳｪﾌﾞﾍﾟｰｼﾞへの掲載回数

(回)
469
464

Ｃ402

インター
ネットによ
る情報の提
供度

インターネット(ウェブ
ページ)による水道事業
の情報発信回数を表す
もので、お客さまへの
事業内容の公開度合い
を表す。

ウェブページへの掲載回数

回

部/件 3.1 3.1
広報誌などの配布部数 給水件数

(部) (件)
460,000

お
客
様
と
の
コ
ミ
ュ

ニ
ケ
ー

シ
ョ

ン

4
 
情
 
報
 
提
 
供

Ｃ401
広報誌によ
る情報の提
供度

給水件数に対する広報
誌などの発行部数の占
める割合を示すもの
で、お客様への事業内
容の公開度合いを表
す。

広報誌などの配布部数／給水件数

149,938
457,000 149,365

0.0 ◇
第三者委託した浄水場の施設能力 全浄水施設能力

(㎥/日) (㎥/日)
0 206,485
0

Ｃ302
浄水場第三
者委託率

全浄水場の浄水施設能
力のうち、第三者委託
している浄水場の浄水
施設能力の割合を示す
もので、第三者委託の
導入状況を表す。

(第三者委託した浄水場の施設能力/全浄水施設能力)×100

％ 0.0

206,485

100.0 100.0 ◇
委託した水道メーター数 水道メーター設置数

(個) (個)
186,972 186,977

3
 
業
 
務
 
委
 
託

Ｃ301 検針委託率

水道メーター設置数に
対する検針委託してい
る水道メーター数の割
合を示すもので、業務
委託の度合いを表す。

（委託した水道メーター数／水道メーター設置数）×100

％

187,777 187,782

0
国際協力受入者数 滞在日数
(人) (日)

0 0
0

Ｃ207
国際協力受
入者数

受け入れた海外の水道
関係者の人数と滞在日
数の積で、国際協力へ
の関与の度合いを表
す。

Σ（国際協力受入者数×滞在日数）

人・
日

0

0

国際協力派遣者数 滞在日数
(人) (日)

0 0
0 0

国際協力派
遣者数

国際協力に派遣された
人数とその滞在日数の
積で、国際協力への関
与の度合いを表す。

Σ（国際協力派遣者数×滞在日数）

人・
日

0 0

2,018 172
2,017 172

職員の水道業務経験年数／全職員数

年/人 11.7 11.7
職員の水道業務経験年数 全職員数

(年) (人)

109 172
109 172

（技術職員数／全職員数）×100

％ 63.4 63.4 ◇
技術職員数 全職員数
(人) (人)

Ｃ
 
健
 
全
 
な
 
事
 
業
 
経
 
営

組
 
織
 
・
 
人
 
材

2
 
人
 
材
 
育
 
成

Ｃ204 技術職員率

全職員数に対する技術
職員の割合を示すもの
で、技術面での維持管
理体制を表す。

Ｃ205
水道業務平
均経験年数

全職員の水道業務平均
経験年数を表すもの
で、人的資源としての
専門技術の累積度合い
を表す。

Ｃ206
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